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実質公債費比率 （％） 15.1
元利償還金の額（繰上償還額等を除く）(1) 1,251,580 1,312,348 1,229,307

将来負担比率 （％） 104.4
積立不足額を考慮して算定した額(2) 0 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(3) 0 0 0

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(4) 171,404 144,360 151,358
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(5) 113,290 124,654 130,537

232,427 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(6) 5,937 5,949 0
4,888,053 一時借入金の利子(7) 344 235 0

－ 特定財源の額(8) 19,514 26,869 21,249
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 60,619 55,982 42,034
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るもの）(10) 32,136 38,051 40,889

資金不足比率 災害復旧費等に係る基準財政需要額(11) 722,020 785,314 765,783
決算額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るもの）(12) 75,294 71,607 79,314

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(13) 0 0 0

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(14) 31,736 33,722 34,108

227,064 小計 （（（１）～（７））－（（８）～（14））） （A) 601,236 576,001 527,825
5,363 標準税収入額等(15) 1,014,924 1,001,206 954,369

普通交付税額(16) 3,266,131 3,467,275 3,550,471
臨時財政対策債発行可能額(17) 263,608 246,912 383,213
小計 （（（15）～（17））－（（９）～（14））） （B) 3,622,858 3,730,717 3,925,925

16.59 15.43 13.44

将来負担額（単位:千円､%）

(N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 9,824,201 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

債務負担行為に基づく支出予定額(2) 0
一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 2,338,757 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 824,634 簡易水道事業特別会計 2,338,757
16,184 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 1,426,500 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 0
連結実質赤字額(7) 0
組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8) 0
(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 1,328,481

55,033 特定の歳入見込額(10) 208,197
72,552 （(10)のうち都市計画税額） 0
2,776 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 8,775,708
6,260 小計 （将来負担額－（（９）～（11））） （A) 4,101,706

標準財政規模(12) 4,888,053
災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 765,783
(13)の準元利償還金に係るもの(14) 79,314
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 42,034
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 40,889

385,232 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 0

4,888,053
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(18) 34,108

－ 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等 (13)～(18) （B) 3,925,925

104.4将来負担比率 （A) ／ （B） × １００
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※将来負担見込がない場合は、比率を「－」としてい
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一般会計等の実質収支額（A）

決算額（単位:千円、％）

単位:％区分

標準財政規模（B)
実質赤字比率（A）／（B）×１００
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※黒字の場合は、比率を「－」としている。
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